
平成 30 年度 第 1回北広島市商工業振興審議会 会議録 

日 時 平成 31 年 2 月 4 日（月）15 時 00 分～16 時 55 分 

場 所 市役所 5 階 委員会室 

出 

席 

者 

委員 

（6名） 

藤山委員、山田委員、長島委員、河西委員 

（欠席：丹野委員、尼子委員） 

事務局 道塚副市長、水口経済部長、山田観光振興課長、 

林商工業振興課長、山田主査、宮川主査、福嶋主任、宮越主事 

傍聴者 なし 

会議次第 

1. 開会 

2. 委嘱状の交付 

3. 委員及び事務局の紹介 

4. 会長及び副会長の選出 

5. 会長あいさつ 

6. 会議録署名委員の選出 

7. 議事 

【議案第１号】商工業振興基本計画関連施策の実施状況 

（2017 年度実施分）について 

【議案第２号】買物不便者対策事業について 

8. その他 

9. 閉会 

配布資料 

・資料 1 商工業振興基本計画関連施策の実施状況報告書（2017 年度実施分） 

・資料 1-1 中小企業者等融資事業 

・資料 1-2 六次産業化等支援事業 

・資料 1-3 働きたい女性のための再就職支援事業 

・資料 1-4 札幌広域圏組合連携事業 

・資料 1-5 市民、消費者団体との連携 

・資料 2 北広島市日常の買い物に関するアンケート調査結果（速報版） 

・資料 2-1 買物不便者対策事業 



1. 開会 

会議の公開及び会議録の公表について確認。 

委員の過半数が出席していることから、会議成立について確認。 

 

2. 委嘱状の交付 

 副市長より、委嘱状の交付及びあいさつ 

 

3. 委員及び事務局の紹介 

 

4. 会長及び副会長の選出 

 選出方法について、事務局の提案を求める意見があり、事務局より会長に河西委員、副会

長に藤山委員を提案。 

提案どおり承認された。 

副市長退席。 

 

5. 会長あいさつ 

 河西会長よりあいさつ 

 

6. 会議録署名委員の選出 

 長島委員を議録署名委員とする提案があり、承認された。 

 

7. 議事 

（1）議案第 1 号 商工業振興基本計画関連施策の実施状況（2017 年度実施分）について 

 資料 1、1-1～5 に基づき、事務局より説明 

 

＜質疑応答・委員からの意見等＞ 

委員 資料 1 の評価について D 評価は無いが、C 評価は 3 つある。7 ページ「技術

力の向上に向けた人材育成の充実」「商工業者の資質の向上に向けた各種事業

の実施」。これは申し込みがないことの理由による評価と思われるが、その原

因はなにか。 

事務局  市内企業の技術者が成熟していること及び新規立地企業についても、すでに

成熟した企業が立地していることが多く、ニーズが減少してきている。また、

周知不足も一つの要因である。 

今年度は、中小企業支援制度のチラシを作成し、その中掲載して周知を図っ

たが、現在までに応募はない。今後、ホームページで事例などを添えた周知を

するほか、市内企業のニーズ把握に努め、利用促進を図りたい。 

委員 建設業界では、建設業に特化した様々な講習会が開催されている。市や商工



会の主催は、広義な講習が多く参加率が低いと思われる。専門的な要素の講習

会や研修会だと参加しやすい。製造業でも色々あるので、全般に渡ったもので

はなく、何部門かに分けた特化した形で市が開催すると参加率が上がるのでは

ないか。 

委員 昨今、建設業でも人材不足が大きな課題となっている。人材育成にメニュー

を変えるのはどうか。 

委員 2019 年 4 月から働き方改革の動きがある。人手不足の中で、労働時間も厳

しく制限される。対策として外国人労働者の雇用について検討を始めている。

商工会では外国人雇用をテーマとした講演会や講習会を開催している。しかし

ながら、業種により受け入れしづらいところもある。いろいろな課題があって

難しい。 

委員 従来の技術指導者を招聘する事業への支援よりも、外国人実習生を対象とし

た講習会のような特化したセミナーへの参加であればニーズがありそうだ。 

委員 業種ごとのニーズを把握するアンケート調査などは必要。 

委員 自分は商業者であるが、この制度を認識していなかった。PR 不足ではない

か。やはり業界で実施される講習会などは参加している。 

委員 各業界で開催される講習会の参加経費に対する支援という手法もある。 

 

委員 9 ページ「安心して働くことができる労働環境の確保」では、市内 400 社に

対して調査し、回答率が 27.8％。回収率を高める工夫を検討とあるが、回収率

を高め、どのような活用を考えているのか。 

事務局 「労働事情調査」として、年 1 回必ず実施しており、回収率は 3 割前後で推

移している。調査の設問項目を読んでもらうことで、制度を知るきっかけなど

啓発につながることも期待しているが、支援策を検討する資料としては、もっ

と回収率を上げる必要がある。今年度は、市内業種の構成割合に合わせて企業

を選定するほか、設問項目を絞り込んだ。また、先ほど話にあった、人材不足

や外国人雇用など、今企業が求めている内容がわかるような設問を追加するな

どの工夫をしており、35.3％の回収率であった。 

委員 中小企業同友会のアンケート調査は、活きたアンケートである。例えば、給

料を来年度どうするか、60 数％の回収率で資料を作成しているので、その結

果を利用して従業員と賃金交渉する。「世間はこうなっている、これより高く

なっている」と説明し納得してもらう資料になる。 

委員 アンケートの送付先が有効活用できるような質問が必要となる。中小企業同

友会はお金を払って参加しているから、ある意味参加意識が高いかもしれない

が、行政としてもやはり回収率を高めようとすれば、当事者意識をもてるよう

な設問が必要ということである。 

委員 自社に毎年調査依頼がある。これまではアンケート内容が変わらず毎年同じ



質問という印象があり、回答意欲がわかなかった。自分の会社にとって有意義

な結果が出るものであれば、利用したい。 

委員 商工会に依頼し協力をお願いしているのか。 

事務局 はい、労働事情調査は、毎年商工会との共催実施であり、設問内容や企業の

抽出などについて商工会事務局と連携調整している。 

委員 行政としては、これからの商工業関係の施策づくりに活かしたいという、行

政目線での質問になり、また、行政の継続性の観点からいくと、あまり設問項

目を変えるのは難しいのではないか。 

事務局 年度ごとの推移がどうなっているのか変化を追うという見方もあるので、毎

年すべての設問を変えることは難しい。 

委員 そのあたりを市内の事業所に理解いただいた上で、ご協力をお願いすること

が大事になる。 

 

委員 6 ページに「グリーンツーリズム推進事業」があるが、六次産業化に関わる

ものが北広島にはたくさんある。「交流農園マップ」や商工会で支援する赤毛

種の様々な開発商品をもっと市民の皆さんにお知らせしてはどうか。 

事務局 六次産業化とグリーンツーリズムは違いがあり、グリーンツーリズムは、農

業体験や直売所で地元の食資産をご賞味いただくような観光的な要素が強い

ものである。ファームレストランや「くるるの杜」のような農業体験のような

場所もある。交流農園マップやウェブでも情報は配信している。六次産業化は、

農畜産や漁業者など一次産業が二次や三次の流通、物流あるいは販売までする

ものである。 

本市では農政課所管で商品開発や施設整備の支援など協議会を設立し実施

している。インバウンド向けにトマトを使った付加価値を付けたトマトジュー

スも最近商品化した。 

委員 一生懸命努力して作り上げても、販売場所はどこなのか。個人で販売するの

は難しい。道の駅などは無い。人が行き交う場所に販売施設があれば、それぞ

れ商品を持ち寄って販売できる。 

事務局 市では、平成 30 年 3 月に六次産業化の推進戦略を策定し、販路拡大も含め

て、様々な支援をしていく。 

 

委員 12 ページの「障がい者にやさしい商業形態づくりの推進」について、障がい

者が働く食堂(ランチ)が市内にあるが、そういう場所を紹介するマップの作成

を提案したい。 

事務局  保健福祉部において周知しているが、この意見については、担当課に伝える。 

委員 障がい者就労継続支援Ａ型事業所、Ｂ型事業所のようなお店の紹介は、「倫

理消費」であり消費者教育につながり、また、それによって障がい者の方がよ



り賃金をもらい、良い生活につながることは、CSR（社会貢献）となる。情報

提供について福祉課と連携し実施してはどうか。 

事務局 自立支援協議会の中で、福祉部門だけでなく、経済部や該当事業所も巻き込

んで様々な検討をしており、今後も引き続き連携していく。 

委員 市として障がい者の活躍するまちづくりを応援するのはとても良い。ホーム

ページへの掲載など協議会で検討して欲しい。 

委員 障がい者が働く施設だけではなく、様々な種類の施設が掲載された方が、活

用しやすいのではないか。 

 

委員 消費者被害防止ネットワークの構築は、長年の課題である。設立予定はいか

がか。 

委員 不審者や犯罪の情報ネットワークはあるのか。 

そこに消費者被害防止ネットワークを上乗せできないのか。 

事務局 既存のネットワークはあり、防犯協会や学校関係へ連絡がなされるようにな

っている。 

特殊詐欺の情報など消費生活に係る情報についても各関係機関と共有する

ようにはなっているが、消費者被害防止ネットワークの構成メンバーとして想

定している団体や機関以外の方が含まれてしまうので、調整が必要である。重

要なのは情報共有、スピード感のある情報の伝達である。最良な仕組みを消費

者協会にも相談させていただき検討したい。 

 

（2）議案第 2 号 買物不便者対策事業について 

 資料 2、2-1 に基づき、事務局より説明 

 

＜質疑応答・委員からの意見等＞ 

委員 買物サービスは、面倒だとか利用方法がわからないという意見が多い。高齢

化が我がこととして認識し、サービス利用を拒否するのではなくて、受け入れ

ていくことがこれからは重要である。アンケートでは「品物を直接見たい」と

あるが、ショッピング北広の山手の移動販売は利用が少なかった事実もある。 

消費者協会で出前講座を開催するときは、悪質商法の話をするだけでなく、

このように作っていただいたマップを活用し、これからはこういうものの活用

や共同購入の活用方法なども取り入れたりしたい。 

共同購入は、注文忘れや重複注文などの恐れもあるが、積極的に活用する意

識の醸成が必要である。 

100 歳時代をどう生きていくのか、啓発したい。市だけが役割を担うのでな

く、我々消費者が意識していくことが重要である。この事業が市民の意識を変

えるきっかけとなればよい。超高齢化して身動き取れなくなる前の今、必要な



動きである。地域の民生委員を活用して周知してもらうのもよい。 

委員 この事業は、この位置づけにとどまらず、消費者団体との連携協力の部分で

ともにセミナーを開催し啓蒙する手法も有効である。 

自治会との連携も重要であり、様々な施策と連携させながら、市民の意識啓

発に取り組んでいってほしい。 

委員 注文の電話があっても、配達すると注文を忘れ詐欺扱いされることもある。

高齢者（認知症）支援の部門との連携が大事だと思う。 

宅配者に情報をもらえればスムーズな連携ができる。 

事務局 高齢者の見守り連携協定として、新聞販売や郵便局など事業者と連携してい

る。市から個人情報を伝えることはできないが、協力事業者を増やす取り組み

をしている。 

委員 個人情報の取扱いが厳しく、連携協力が難しい部分がある。 

委員 買物支援として宅配サービスが増加すると、そういう課題への対応も出てく

ると思われる。 

委員 移動販売は、安定した需要が無いと継続は難しい。行政の支援が必要となる。 

委員 資料 1 の 7 ページにある商店街への補助金の内容とはどのようなものか。 

事務局 地域の特性を生かし、独自のにぎわいづくりや活性化にかかる事業に対する

支援。各商店街によって内容は異なる。 

委員 買物不便者の対策を各商店街で実施したものに対する補助ではないという

ことか。 

事務局 事業内容を限定するものではないので、買物不便者対策に取り組む経費も対

象となる。 

委員 地域の商店街の協力も必要となってくる。 

事務局 新たなコミュニティづくりを盛り込んだ他市の買物不便者対策の取組は順

調に展開されている。一方、本市においては、公共交通への要望の声が大きい。

しかしながら、地域内で買い物できる環境は大切であることから、コミュニテ

ィづくりは意識していきたい。 

 

8. その他 

   次回審議会日程について事務局より説明 

 

9. 閉会 

 


